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連結経常利益：

118 億円
連結有利子負債残高：

2,090 億円
連結当期純利益：

112 億円

　東京ドームグループは、「私たちは、人とひととのふれあいを通して、お客様と『感動』を共
有し、豊かな社会の実現に貢献します」の経営理念のもと、いつの時代にも他に先駆けて様々
なレジャー施設とサービスを多くの人びとに提供してまいりました。これからも、東京ドーム
グループは、お客様に心から楽しんでいただける都市型レジャーを追い求め続けることを社会
的な使命ととらえ、レジャー・サービス業のリーディングカンパニーとして、限りなく前進して
まいります。
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東京ドームグループが目指すもの

新生！　東京ドームグループ

　これまで東京 ドーム グ ループは、多くの人々に向けて、他では得られない「感動」を
持続的に発信してまいりました。これは、会社の長い歴史を通して積み上げてきた事業
ノウハウを背景に、常に最高の情熱を注いでレジャー事業の革新を図る、という揺るぎ
ない企業スタイルがあったからこそ、と考えております。東京ドームグループは、今後
もこのスタイルを貫き、さらなる事業の発展を目指しますが、変化の激しい消費者ニー
ズと厳しい経営環境を考慮し、このたび長年の課題であったグループ事業の再構築に踏
み切りました。そして、2007年の今年、東京ドームグループは生まれ変わって新たな
スタートラインに立ちました。再構築の実行は大きな痛みを伴うこととなり、多くの様々
なステークホルダーのみなさまにご迷惑をお掛けいたしました。しかし、私たちはこの
決断が、東京ドームグループの将来の飛躍へと確実につながっていくもの、と信じてや
みません。今後の東京ドームグループの発展にご期待ください。

1: 3ヶ年中期経営計画「Take of f 70」3つの課題

 ・連結経営基盤の革新

 ・東京ドームシティの事業価値増大

 ・CSR経営の推進

2: 戦略：グループ事業再編の実施

 ・金融事業からの完全撤退

 ・ ゴルフ・リ ート事業などの地方に展開する
不採算のレジャー事業からの撤退

 ・東京ドームシティへの経営資源集中

3: 計画最終年度（2008年1月期）の目標

 ・ 連結経常利益を増益
 2007年1月期 92億円
  ▼
 2008年1月期 118億円

 ・ 連結当期純利益を赤字から黒字化
 2007年1月期 △866億円
  ▼

 2008年1月期 112億円

 ・ 連結有利子負債を継続して削減
 2007年1月期 2,243億円
  ▼

 2008年1月期 2,090億円

3ヶ年中期経営計画：「Take off 70」
2005 年 2 月～ 2008 年 1月

 中期経営計画：「Take off 70」2008年１月期の数値目標

注： 金融事業およびゴルフ・リゾート事業からの撤退による事業再編に伴い、
上記の数値目標へ再設定しています。

株主およびステークホルダーのみなさまへ1



私たちの成長戦略
−中期経営計画の進捗と今後−

Q1: 「新生」を遂げた東京ドームグループですが、

中期経営計画「Take off 70」では「連結経営基

盤の革新」、「東京ドームシティの事業価値増大」、「CSR経

営の革新」という3つの経営課題を掲げています。それぞ

れについて、具体的な施策をお聞かせください。

中期経営計画「Take off 70」は2005年2月から2008

年1月までの3ヶ年を対象期間としていますから、2008年

1月期が最終の年度に当たることになります。

まず、「連結経営基盤の革新」のお話しをしますと、東京

ドームグループは2007年1月期に、不採算に陥っていた

ゴルフ・リゾート事業を中心とした減損処理と、事業リス

クが急速に拡大した金融事業からの完全撤退を断行しました。 

また、２００８年１月期の上半期である２００7年５月末に、 

前出の減損処理を行ったゴルフ・リゾート事業（ゴルフ場５ヶ

所、スキー場１ヶ所など）からの撤退も完了する予定です。

この一連のリストラは、東京ドームグループの業績および

財務状況を大きく毀損する、痛みを伴った決断でした。こ

の不採算部門からの撤退により、経営資源を中核事業であ

る東京ドームシティに集中させ、その事業価値を増大させ

ることが「連結経営基盤の革新」の具体的な内容です。これ

によって効率的な経営を行い、グループ全体の企業価値を

向上させ、財務基盤を強化し、株主資本の回復を図ってい

きます。

次に「東京ドームシティの事業価値増大」です。東京ドー

ム シ ティは東京 ドーム グ ループの中核事業であることか

ら、その事業価値増大が、ただちに グ ループ全体の事業

価値を決定すると言っても、決して過言ではありません。 

この課題達成に向けた目玉となるのが、2008年春にオー

プン予定の複合施設「MEETS PORT（ミーツポート）」です。

斬新な デ ザ イ ンとお客様の感動を何倍にも増幅する

最新の舞台設備を持つ、3,100人規模の「Hal l（ホール）」。

10店舗の カ フェや レ ス ト ラ ンが味と雰囲気を競い合う、

多彩な「Dining（ダイニング）」。そして東京ドームシティ

のデッキと一体化した広々とした空間で、豊かな木々の緑

が人々に安らぎの時間を提供する「Garden（ガーデン）」。

これら3つの機能からなる「ミーツポート」が東京ドーム

シティのエンタテインメント性を拡充するほか、新たな

玄関口として情報を発信し続ける施設になるものと、私

は確信しています。

最後に「CSR経営の推進」ですが、社会から信頼をいた

だき、東京ドームグループの経営理念を実現するための取

り組みとして、「コンプライアンス・リスク管理の徹底」、「社

内コミュニケーションの充実」、「IRの推進」、「社会・地域へ

の貢献と環境対策」の4つに、重点的に取り組んでいます。

Q2: 2007年1月期の日本経済は回復基調で堅調

に推移しました。そのような中で、東京ドー

ムグループはゴルフ・リゾート事業と金融事業からの完全

脱却を決断しています。この大規模な事業再編について、

お聞かせください。また、この再編が2007年1月期の業

績に与えた影響、および業績全体についても、併せてお

聞かせください。

不採算事業 で あ る ゴ ル フ・リ ゾ ート 事業 は、 長 ら く 

東京 ドーム グ ループにとって重い負担となっていました。 

また、リスク事業である金融事業も収益は上げているも

ののグループ全体にとっては過度の有利子負債残高となっ

ており、「Take off 70」でも両事業の見直しを方針の一部

に掲げていました。

実際に見直しを進めてみますと、2007年1月期にお

いてはゴルフ・リゾート事業は「固定資産の減損に係る会

計基準」の適用により影響を受けること、そして、金融事

業では グ レーゾーン金利廃止の動きにより将来的な リ ス

クが増大することがはっきりしましたので、両事業から

の撤退を決断したというわけです。

具体的に、ゴルフ・リゾート事業においては、「城島後楽

園ゆうえんち／ホテル／カントリークラブ」を含む6事業

場をモルガン・スタンレー・グループに事業譲渡すること

を 決定 し、2008年1月期上半期中 に 譲渡 を 完了 す る 予

定です。一方、金融事業では、グループ会社2社を解散し、

事業の中核であった「（株）後楽園フアイナンス」の全株式

および貸付債権を、2006年11月末にローンスターグルー

プへ譲渡しました。

	 単位：百万円	       単位：千ドル（注 1）

	 2005	 2006	 2007	 2007
売上高	 ¥	 92,086	 ¥	 98,370	 ¥	 96,751	 $	 794,808
営業利益		  14,244		  12,588		  13,645		  112,092
当期純利益（損失）		  4,531		  6,551		  △ 86,659		  △ 711,903
資産合計		  549,007		  539,326		  345,968		  2,842,093
資本合計		  119,934		  139,749		  43,245		  355,262

	 単位：円 	 単位：ドル（注 1）

1 株当たり情報：
	 当期純利益（損失）( 注 2)	 ¥	27.50	 ¥	36.69	 ¥	△ 464.89	 $	△ 3.82
	 配当金		  5.00		  5.00		  ー		  ー

注 1: 米国ドル金額は、期末日である 2007 年 1 月 31 日現在のレート、1 ドル 121.73 円にて換算しています。
　 2: �1 株当たりの当期純利益（損失）は各年度の発行済み普通株数の加重平均値をベースに算出しています。

連結財務ハイライト（1月31日で終了した1年間）
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人生の糧をもたらした誇らしい職場

大学時代の私は、どちらかというと勉強よりも遊

びに熱心でした。特に登山とスキーに夢中で、日本

中の山を駆け巡り、美味しい名物料理を食べるとい

うことを繰り返していました。そのような楽しい

日々が土台にあったからでしょう、就職先を選ぶ時も、

当時の人気業種とは縁遠いレジャー産業で働きたい

ものだと、漠然と思っていました。

その後、大学院に進みましたが、本当に人生の糧

になるような勉強ができたのは、（株）後楽園スタ

アム（現・（株）東京ドーム）に入社してからのことで

す。入社後まもなく、新人選手時代の長嶋茂雄さん

（プロ野球・読売巨人軍終身名誉監督、元アテネオリ

ンピック野球日本代表監督）が、後楽園球場を訪れた

ことがありました。大学時代には後楽園よりも広い

神宮球場でプレーしてきた長嶋さんでしたが、後楽

園のグラウンドに入るなり「こんな素晴らしい球場

で野球をやれるのは幸せだ」と大喜びでした。その時、

長嶋さんといっしょにやって来て「狭い球場だ」と言っ

ていた新人選手がいましたが、その選手はやがて消

え去ってしまいました。長嶋さんはその後、大きく、

大きく伸びますが、それはこうした謙虚さ、ひたむ

きさがあったからだと思います。

もう一つ印象深かったのは、長嶋さんといつも好

一対で、868本の世界ホーム ラ ン記録を持ち、今

は福岡ソ フ ト バ ン ク ホーク スの監督をなさってい

る王貞治さんです。23年ほど前に、王さんと後楽

園ス タ ア ムの新入社員とでお食事をする機会を

設け、私も同席したのですが、その席で王さんは突

然怒りだして「日本では野球場で国歌が演奏されて

も、国旗掲揚の時も、立たない人がたくさんいるし、

私語も多い。国を愛する人たちがいない国は滅びま

すよ」とおっしゃった。そして、真剣な眼差しで、こ

うつけ加えました。

「だから後楽園に入社した皆さんは、スポーツ観

戦で国歌斉唱となったら、きちんと立ち、国旗を見る。

そこから始めてほしい」

愛国心の大切さは大事ですが、23年前の王さん

の言葉はとても新鮮でした。何より、その真面目さ

には心を打たれました。

長嶋さんの明るい謙虚さも、王さんのきびしい真

面目さも、今日、東京ドームの経営を任されている

私にとって、大切な糧であり苦しい時の支えとなっ

ています。何より、このような素晴らしいアスリー

トの方たちと出会う機会を与えてくれた後楽園球場・

東京ドームという職場に、限りない誇りと愛着を覚

えないではいられません。2006年の事業再編に

よって「新生」を遂げた東京ドームグループが、お客様、

株主のみなさま、そして全従業員に、素晴らしい出

会いをもたらす場であり続けるよう、いっそうの精

進を重ねていく所存です。

社長インタビュー� 社長インタビュー�



東京ドームグループでは、コーポレート・ガバナンスの充実に

より、経営の透明性、健全性、効率性を高めていくことが持続

的な企業価値向上のために不可欠であり、重要な経営課題と

とらえています。特に、株主のみなさまをはじめ、顧客、取引先、

地域社会、従業員など各ステークホルダーと良好な関係を構築

していくために適時・適切に情報を開示し、企業活動の透明性

を確保していくことが重要であると考えています。

コーポレート・ガバナンス体制の特徴
●経営の仕組み

東京ドーム グ ループでは、監査役制度を採用しており、

取締役会による業務執行の監督と監査役会による監査を軸

とした経営監視の体制を構築しています。

取締役会は、2007年4月26日現在、取締役10名（う

ち社外取締役3名）で構成され、当社の経営方針および業

務執行を決定し、取締役および執行役員の職務の執行を監

督する権限を有しています。常勤取締役全員によって構成

される経営会議を設置しており、取締役会に付議すべき事

項の決定ならびに取締役会の決議事項に基づく取締役社長

の業務執行に必要な答申を行っています。当社は、2002

年4月に、戦略的・機動的な意思決定と業務執行を目指して

執行役員制度を導入しました。執行役員は、取締役会で選

任され、取締役会の決定に基づき社長執行役員が委嘱する

担当職務の執行責任者としての責任と権限を有し、業務を

執行しています。また、執行役員全員によって構成される

執行役員会を設置し、取締役会および経営会議の決議事項

を伝達し、社長執行役員の業務執行に関する情報交換・連絡・

調整の円滑化を図っています。

なお、現場・現実に根ざした意思決定と監督を行うため、

監督と執行の完全な分離は志向せず、常勤取締役が執行役

員として業務執行を担当するとともに取締役会に参画す

る体制をとっています。

監査役会は、2007年4月26日現在、監査役5名（うち

社外監査役3名）で構成され、監査に関する重要な事項に

ついて報告を受け、協議を行い、または決議しています。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担な

どにしたがい、取締役会およびその他の重要な会議に出

席するほか、取締役などに営業の報告を求め、重要な決裁

書類などを閲覧し、主要な事業所には自ら赴き、業務およ

び財産の状況を調査しています。また、会計監査人より随

時監査に関する報告および説明を受け、かつ計算書類およ

び附属明細書についても検討を加えています。

●社内コミュニケーションの充実
2005年11月より、経営者と従業員のコミュニケーショ

ン・ミーティング（名称：「コミュニケーション・ラウンジ」）

を実施し、経営者と従業員が相互に会社あるいは仕事に対

する理解を深め、風通しがよく、透明性の高い企業風土の

醸成に努めています。

役員報酬の内容の決定
取締役と監査役の報酬については、株主総会の決議によ

り、取締役全員および監査役全員のそれぞれの報酬総額の
最高限度額を決定しており、この点で株主の監視が働く仕
組みとなっています。第97期（2007年1月期）における
当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとお
りです。

内部統制システムの構築
2006年7月27日に開催された取締役会において、

「内部統制システム構築の基本方針」について決議し、	
これに基づき内部統制システムの整備を進めています。
主な内容は、以下のとおりです。
●コンプライアンス体制の推進

東京ドームグループでは、各ステークホルダーとの強

い信頼関係を築くべく、全社的視点からコンプライアン

スを推進するため、代表取締役社長（以下、「社長」）を委員

長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、役員・従業

員を含めた倫理指針である「コンプライアンス行動規範」

を制定して、これを遵守しています。

また、いわゆる内部通報制度として「スピークアップ制度」

を発足させ、役員や従業員の行動が「コ ン プ ラ イ ア ン ス

行動規範」に違反しているかもしれないと感じた場合には、

コ ン プ ラ イ ア ン ス委員会に報告・相談できる体制を確立

し、それを維持・改善することによって、コンプライアン

ス違反による信用失墜など企業価値を損ねる事態の発生を

未然に防止しています。

東京ドームグループの 
コーポレート・ガバナンス

以上の事業再編により、2007年1月期は多額の損失を

計上することとなりましたが、同時に東京ドームグルー

プの経営体質は安定した収益を上げられるよう、大きく

改善されました。今後はさらなる企業価値の向上を目指し

ていきます。

2007年1月期の業績としましては、東京 ドームで プ

ロ野球関連の「WBC（ワールド・ベースボール・クラシック）」

アジアラウンドと日米野球の開催があり、また、コンサー

トイベントを中心とした各種の催事も順調に推移しました。

これらイベントのおかげで、東京ドームシティ内の飲食店・

売店収入や東京ドームホテルなども好成績を残しています。

一方、グループ会社では、事業再編の影響を除けば、各社

ともおおむね順調に推移しています。

以上の結果、2007年1月期における売上高は967億

5千1百万円と、前期比で1.6％減となりましたが、売上原

価、一般管理費の圧縮などにより営業利益は前期比8.4％

増の136億4千5百万円となりました。経常利益は、営業

外費目として金融事業の関連会社などに対する持分法によ

る投資損失20億5百万円の計上などで、前期比2.0％減の

92億5千5百万円となりました。

ゴ ル フ・リ ゾ ート 事業 を 中心 と し た 減損損失398億 

1千７百万円と金融事業などによる貸倒引当金繰入損370

億２千２百万円、および事業整理損失354億7千6百万円

は特別損失として計上したことなどにより、当期純損失は

866億5千9百万円となりました。

Q3:  2007年1月期は無配となりました。その理

由と、今後の利益配分に関する考え方をお聞

かせください。

東京 ドーム グ ループは株主のみなさまへの利益還元を

極めて重視しており、2007年1月期の無配は、たいへん

に遺憾なことでありました。事業再編に伴って発生した多

額の損失が株主資本を大きく毀損したための、やむをえ

ない結果に至りました。今後は安定的な配当の継続を基本

に、業績・事業見通しに応じて配当額を決定していきたい

と考えています。

Q4:  これまでの「Take off 70」の数値目標に替わ

る新目標として、2008年1月期当期純利益

112億円の黒字化と復配、有利子負債の継続的削減を掲

げておられます。そのための課題が何なのか、具体的な

施策として財務面・事業面のそれぞれで何を考えておいで

なのかを、お聞かせください。

2007年1月期の事業再編が多額の損失を出したため

「Take off 70」の当初目標は見直しとせざるをえません

でした。事業再編後の新たな財務目標は、2008年1月期

における連結経常利益118億円、連結当期純利益112億円、

年度末における連結有利子負債残高2,090億円というも

のです。これにより、2008年1月期には復配を目論んで

おり、その後は増配を目指したいと思います。

2007年1月期の個別の繰越欠損は704億4千5百万円

と多額でしたが、これを一掃するために、資本剰余金全額

396億1千5百万円を取り崩し、同時に308億2千9百万

円の減資を行いました。この資本政策によって資本金・資

本剰余金はともに減少しましたが、事業再編による経営体

質の大幅改善によって収益は安定するものと見込まれ、利

益剰余金の増強を通じて株主資本の回復が実現されるもの

と考えています。

収益力強化に向けた事業面での施策としては、すでに

「ミーツポート」についてお話ししました。ほかにも「ミー

ツポート」に隣接する「東京ドームシティ アトラクションズ」

エリアの再開発や、顧客の組織化・囲い込みに向けたマー

ケティング施策の各種展開など、東京ドームシティの魅力

をいっそう増すためのバリューアップ施策の計画化を急い

でいます。また、温浴施設の開発・運営コンサルタントと

運営受託、公共スポーツ施設の運営受託など、東京ドーム

シティの高付加価値事業で得られたノウハウに基づくソ

フト事業も展開させていきます。

Q5:      最後に、株主およびステークホルダーのみな

さまへメッセージをお願いいたします。

私の座右の銘をご紹介します。「日新」というのがそれで、

読んで字のごとく、「日々を新たに」という意味です。これ

は、古代中国・殷の湯王が、何事にも日々新たな身持ちで

対処することが大切だと考えて、その姿勢を忘れないよう、

毎日顔を洗うたらいの底に刻ませた言葉だということで

す。東京ドームグループの「新生」は、苦渋の決断を通して、

明るい未来につなげるというものですが、その行程の舵

取りを任された私が心の拠り所としていたのが、この言

葉でした。常に「日新」を忘れることなく、将来に向けて

新たな熱意・情熱を持って経営陣と社員が一体となり、レ

ジャー・サービス業のリーディングカンパニーであるとい

う誇りを胸に前進していきます。

株主 お よ び ス テーク ホ ル ダーの み な さ ま に お か れ 

ましては、より一層のご指導とお力添えを賜りますよう、 

お願い申し上げます。

2007年6月1日

林　有厚

代表取締役　社長兼社長執行役員

役員報酬：
　取締役に支払った報酬 174百万円
　　うち社外取締役に支払った報酬 9百万円
　監査役に支払った報酬 43百万円
　　うち社外監査役に支払った報酬 6百万円
退任役員に対する退職慰労金
　�取締役退職慰労金および監査役退職慰労金ならびに役

員賞与金の支払いはありません。

社長インタビュー� コーポレート・ガバナンス�



さらに、従業員の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制として、内部監査の主管部

署である審査法務部が、各部署の業務遂行状況を合法性と

合理性の観点から検討・評価し、改善・合理化への助言・提

案なども含めて、その結果を社長、監査役および被監査部

署長に報告しています。また、審査法務部は会計監査人か

ら定期的なヒアリング（原則として年2回）を受けるなど、

情報共有と相互連携に努めています。

●効率的な職務遂行の確保
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制の基礎として、常勤取締役全員によって構成

される経営会議を設置し、取締役会に付議すべき事項の決

定ならびに取締役会の決議事項に基づく社長の業務執行に

必要な答申を行っています。さらに、執行役員全員によっ

て構成される執行役員会を設置し、取締役会および経営会

議の決議事項を伝達し、社長の業務執行に関する情報交換・

連絡・調整の円滑化を図っています。

●グループ会社の適正な業務遂行の確保
グループ会社全体の業務の適正さを確保するために、「関

係会社管理規定」を制定し、当社への決裁・報告制度による

グループ会社の経営管理を行うとともに、業績報告および

情報交換を目的として、各子会社の事業内容に応じた各種

事業ユニット会議を四半期ごとに開催しています。

●リスク管理への取り組み
リスク管理を体系的に定める「リスク管理規定」を制定

するとともに、これに基づいて、経営に重大な影響を与

えるリスクをトータルに認識して対応するために、社長

を委員長とする「リスク管理委員会」を設置しました。

「リスク管理委員会」のもとには、防災対策を統制する「防

災小委員会」、顧客の安全管理を統制する「安全管理小委員

会」、情報の適時開示と情報全般の管理を統制する「情報管

理小委員会」、周辺環境対策などを統制する「環境対策小委

員会」を設置し、各小委員会はそれぞれの担当分野におけ

るリスクマネジメントを実施しています。

「リスク管理委員会」は各小委員会の活動状況のほか、各

部署および各グループ会社におけるリスク管理の状況の

報告を受けるなどしてグループ全体のリスクの状況をレ

ビューし、その結果を定期的に、または必要に応じ随時取

締役会および監査役に報告することとしています。また、

同委員会は、リスク管理全般を円滑かつ効率的に実施する

ための個別規定やマニュアルなどの整備を進めています。

●危機管理体制の整備
不測の事態（危機）が発生した場合には、社長を本部長と

する対策本部を設置して迅速に対応し、損害の拡大を防い

でこれを最小限にとどめる体制を整えます。

東京ドームグループのコーポレート・ガバナンス体制 （2007年4月26日現在）

株主総会

取締役会
（経営監督）

経営会議
（取締役社長の諮問）

監査役会
会計監査人

取締役社長

執行役員会

コンプライアンス委員会

リスク管理委員会

各事業部門・グループ各社
（業務遂行）

審査法務部

監査役5名
（うち社外監査役3名）構成：取締役10名

（うち社外取締役3名）
　・経営方針および業務執行の決定

・取締役および執行役員の職務執行の監督

・取締役会に付議すべき事項の決定
・取締役会の決議事項に基づく
社長の業務執行に必要な答申

構成：常勤取締役

・社長執行役員の業務執行に関する
情報交換・連絡・調整

構成：執行役員

業務遂行の
合法性・合理性監査

経営に重大な影響を与える
リスクの認識と対応

法令・企業倫理遵守の
環境整備

選任／解任 選任／解任 選任／解任

報告

選任／解任
職務執行の

監督

報告

報告

監査

報告 教育／指導／
モニタリング

ヒアリング

監査

業務執行の決定 重要事項の付議
業務執行の報告

業務執行
内容の決定 業務執行の報告

代表取締役　社長兼社長執行役員

林 有厚

代表取締役　専務執行役員

久代 信次 

取締役　専務執行役員 

門脇 輝彦

取締役　常務執行役員 

斉藤 槇三

取締役　常務執行役員 

朝井 正昭

取締役　常務執行役員 

阿部 信二

常勤監査役 
岸元 征英　　粟田 幹雄

監査役
堤 淳一　　野  幸雄　　児玉 幸治

常務執行役員
桑原 誠　　相子 行男　　本田 顯治

執行役員
中村 寿祥　　山住 昭宏　　野村 龍介　　長岡 勤

（2007 年 6 月 1 日現在）

取締役
秋山 智史　　森 信博　　井上 義久　　秋山 弘志　
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